
相模原市中小企業研究開発補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、市内中小企業者等の研究開発を促進し、製品の高付加価値化、

新分野進出の円滑化及び経営環境改善等を図ることを目的とし、相模原市補助金

等に係る予算の執行に関する規則(昭和４５年相模原市規則第２３号。以下「規

則」という。)に規定するもののほか必要な事項を定めるものとする。 

（補助金の対象事業等） 

第２条 この要綱における補助金の交付対象となる事業は、市内中小企業者等が自

ら行う新製品、新技術等に関する研究を行うもの (以下「補助事業」という。)

とし、他の補助金を受けていないものとする。 

２ 前項に規定する補助事業は、次の区分に分類する。 

 「一般枠」他の区分に該当しない研究開発 

 「産学連携枠」大学等研究機関からの技術支援を受けて実施する研究開発 

 「行政課題対応枠」市民サービスの向上につながる行政課題に対応した研究開発 

３ 補助事業の実施期間は、当該交付決定の日の属する会計年度の４月１日から３

月１５日までとする。 

（補助金の交付の対象）  

第３条 この要綱において補助金の交付を受けることができる者は、相模原市内に

事業所を有し、補助事業を市内で実施する事業者であって、本市の市税に未納が

なく、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

（１）中小企業基本法(昭和３８年法律第１５４号)第２条に規定する中小企業者 

（２）中小企業団体の組織に関する法律(昭和３２年法律第１８５号)第３条第１項

に規定する中小企業団体(火災共済協同組合、信用協同組合、協同組合連合会

及び商工組合連合会を除く。) 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる者は、補助金の交付を受ける 

ことができない。 

（１）相模原市暴力団排除条例(平成２３年相模原市条例第３１号。以下「条例」

という。)第２条第３号に規定する暴力団員(以下「暴力団員」という。) 

（２）条例第２条第２号に規定する暴力団 

（３）法人又は団体にあっては、代表者又は役員のうちに暴力団員に該当する者が

あるもの 

 （補助対象経費） 



第４条 補助金の対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、別表１のと

おりとする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費に補助率を乗じて算出した額とし、その補助

率及び補助上限額は別表２のとおりとする。 

２ 前項の規定により算出した額に千円未満の端数が生じたときは、その端数金額

は切り捨てるものとする。 

（交付申請） 

第６条 規則第４条第１項第５号の市長が必要と認める書類は、次に掲げる書類と

する。 

（１）提出日より３ヶ月以内に発行された、登記事項証明書(個人にあっては、住

民票記載事項証明書及び開業届の写し) 

（２）納税証明書（未納の税額がない証明） 

（３）会社案内等の企業概要資料 

（４）直近２期の貸借対照表及び損益計算書(個人にあっては、確定申告書の写し) 

（５）暴力団に該当しないことの誓約書及び同意書(第１号様式) 

（６）法人又は団体にあっては、役員等一覧表(第２号様式）  

（交付の決定） 

第７条 市長は、規則第５条第１項に規定する審査を実施する際、必要に応じ学識

経験者、税理士、公認会計士、医師等に意見を聞くことができる。 

（実績報告） 

第８条 規則第１４条第１項の市長の定める期日は、当該交付決定の日の属する会

計年度の３月１５日まで（補助事業の中止又は廃止の承認を受けたときを含

む。）とする。 

 (工業所有権等に関する届出) 

第９条 補助事業者は、工業所有権(補助事業に基づく発明、考案等に関する特許

権、実用新案権、意匠権又は著作権)等を補助事業が完了した日の属する会計年

度(以下「補助事業年度」という。)又は補助事業年度の終了後３年以内に出願し、

若しくは取得した場合又はそれらを譲渡し、若しくは実施権を設定した場合には、

速やかに相模原市中小企業研究開発補助金に係る工業所有権等届出書(第３号様

式)を市長に提出しなければならない。 

(補助事業終了後の報告) 



第１０条 補助事業者は、補助事業年度の終了後３年間は、毎会計年度終了後３０

日以内に当該補助事業に係る過去１年間の事業化状況等について、相模原市中小

企業研究開発補助金に係る事業化状況報告書(第４号様式)を市長に提出しなけれ

ばならない。 

附 則 

この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

   附 則  

 この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１４日から施行する。なお、平成２９年４月１３日

までに交付決定された補助事業においては、なお従前の例によることができる。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行し、平成３０年度分以後の補助金につ

いて適用する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 



別表１(第４条関係) 

補助対象経費 

経 費 区 分 内         容 

原材料費 原材料の購入に要する経費 

機械装置・工具器具費 機械装置及び工具器具の購入、試作、改良、据付け、

借用及び修繕に要する経費 

外注加工費 外注加工に要する経費 

技術指導受入れ費 技術指導の受入れに要する経費 

直接人件費 研究開発に直接関与するものが当該研究開発の作業に

従事した時間に対し支払われる経費 

研究開発委託費(中小企業

団体のみ) 

中小企業団体が行う研究開発の場合において、当該団

体がその構成員である中小企業者に対して行う研究開

発委託に要する経費(この経費は補助対象経費の総額の

３分の２を超えない額とする。) 

その他の経費 上記に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める経

費 

 

別表２(第５条関係) 

  補助上限額等（１案件につき） 

区分 対象事業 補助率 補助額 

一般枠 他の区分に該当しない研究開発  

 

２分の１以内 

５０万円以上 

１００万円以下 

産学連携枠 大学研究機関からの技術支援を

受けて実施する研究開発 

５０万円以上 

１５０万円以下 

行政課題対応枠 市民サービスの向上につながる

行政課題に対応した研究開発 



  

第１号様式（第６条関係） 
 

 

暴力団員に該当しないことの誓約書及び同意書 

 

    年    月    日 

 

 相模原市長 あて 

 

                           申請者住所（郵便番号、本社所在地） 
 
                                              
                        
                       申請者氏名（事業者名及び代表者役職名・氏名） 
                        
                                              
                       ※氏名を本人が自署する場合は、押印不要です。 
 
 

相模原市中小企業研究開発補助金の交付申請にあたり、下記について確認・同意し、申請者(※)が

暴力団員に該当しないことを誓約します。 

 また、暴力団員であるか否かの確認のため、必要に応じ、神奈川県警察本部に照会することについ

て同意します。 

 

記 

 

１ 申請者が、相模原市暴力団排除条例(平成２３年相模原市条例第３１号)第２条第３号に規定する

暴力団員である場合は、市長は、補助金の交付申請を却下します。 

２ 補助金を受領後に申請者が暴力団員であることが判明した場合にも、市長は、交付決定の取消し

及び補助金の返還を命ずるものとします。 

 

（※）法人又は団体が申請者の場合、代表者及び役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ

らに準ずる者をいう。)をいう。 

また、法人又は団体が申請者の場合、役員等一覧表(第２号様式)を提出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

第２号様式（第６条関係） 

 

役 員 等 一 覧 表 

 

    年    月    日 

現在の役員 

                                                                                 

役職名 氏  名 氏名のカナ 
生年月日 

(大正T,昭和S,平成H) 

性別 

(男･女) 
住  所 

代表者 

  
T 

S 

H       ．    ． 
 

 

   
T 

S 

H       ．    ． 
 

 

   
T 

S 

H       ．    ． 
 

 

   
T 

S 

H       ．    ． 
 

 

   
T 

S 

H       ．    ． 
 

 

   
T 

S 

H       ．    ． 
 

 

   
T 

S 

H       ．    ． 
 

 

   
T 

S 

H       ．    ． 
 

 

(全ての役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）を記載してください。) 

 

記載された全ての者は、役員に暴力団員がいないことを確認するため、本様式に記載され

た情報を、必要に応じ、神奈川県警察本部に照会することについて、同意しております。 

 

 

 

 

                          事 業 者 名                                         

代表者氏名                       
                   ※氏名を本人が自署する場合は、押印不要です。 
 
 



  

第３号様式（第９条関係）                                                

 

   年    月    日 

   

相模原市長 あて                                                    

                                                                              

住 所(郵便番号、本社所在地)        

氏 名(事業者名、代表者役職・氏名)     
                                          ※氏名を本人が自署する場合は、押印不要です。 
 
 

      年度相模原市中小企業研究開発補助金に係る工業所有権等届出書 

研究開発テーマ(                                   ) 

 

         年    月    日付け   第   号で交付決定された補助事業に関して、次

のとおり工業所有権等の出願又は取得(譲渡、実施権の設定)をしたので、相模原市中小

企業研究開発補助金交付要綱第９条の規定に基づき届出します。                     

     

                                                    

                                      記  

                                            

１ 開 発 題 目          

 

２ 種類(番号及び工業所有権等の種類) 

 

３ 出願又は取得年月日 

 

４ 内      容 

 

５ 相手先及び条件(譲渡及び実施権設定の場合) 

 

 

(注) 用紙のサイズは、Ａ４とする。 



  

第４号様式（第１０条関係） 

 

     年    月    日 

 

  相模原市長 あて                                                    

 

住 所(郵便番号、本社所在地)        

氏 名(事業者名、代表者役職・氏名)     
                                          ※氏名を本人が自署する場合は、押印不要です。 
 
 
 

      年度相模原市中小企業研究開発補助金に係る事業化状況報告書 

研究開発テーマ(                                   ) 

 

         年    月    日付け   第   号で交付決定された補助事業に関し、  

年度の事業化状況について、相模原市中小企業研究開発補助金交付要綱第１０条の規定

に基づき次のとおり報告します。                                                 

               

記 

                                                                              

１ 事業化状況                                                

                                                

 

(注) １ その他、補助事業に係る収益額等の算定に必要な資料を添付すること。 

２ 用紙のサイズは、Ａ４とする。   

 

 

 

 


